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１　はじめに
　障害者雇用促進法によれば、従業員45.5人以上
の民間企業の法定雇用率は2.2%であり、2020（令和
２）年６月１日現在、民間企業の〈実雇用率〉は2.15%
である。近年、実雇用率は、基調として右肩上がりであ
る。このことを踏まえ、雇用政策上、法定雇用率未達成
企業数（2020年/民間/51.4%）がいまだ多いことの問
題はあるものの、雇用する側の立場として就業状況を
評価する際、「職に就いているか、いないか」という〈点
の側面〉の後にくるものとして、「いかに就業を継続して
いるか」という〈線の側面〉が問われてくる。
　2018（平成30）年度障害者雇用実態調査結果（厚

生労働省）によれば、平均勤続年数について身体障害
者が10年２カ月、知的障害者が７年５カ月、精神障害
者が３年２カ月、発達障害者が３年４月となっている。
平均勤続年数が長ければ価値判断的に良い、短けれ
ば価値判断的に良くないという単純なものではない。
その人の年齢や性別、障害の種別や程度、産業別区
分や規模、本人の勤務条件、従事している業務内容や
賃金などが個人の事情や意思などに複雑に絡んで、
就労継続・不継続につながっている。個々人に視点を
やれば、継続したいけど、その人自身や家族の事情で
継続できない。仕事を辞めたいけど、諸事情があって
辞めることができないなど、障害者個々人が置かれて

【要旨】
　障害者の就業状況を評価する際、「職に就いているか、いないか」という〈点の側面〉の後にくるものとして、「いか
に就業を継続しているか」という〈線の側面〉が問われてくる。本稿は、「就業継続がどのようになされているのか」と
いう〈線の側面〉について、支援者側（事業者）の立場に立ちながら、考察を進めることを目的とする。Ａ県Ｂ障害者
就業・生活支援センターの業務エリアにある障害者就労事業所で、同目的に理解をいただけた事業所に対して聞
き取り調査を行った。その中から本目的に合致する事業所（５カ所）のインタビュー内容を分析対象とした。分析手
法は、「修正版グラウデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）」を用いた。結果・考察として、〈Ａ　障害者雇用と経営
者〉〈Ｂ　現場の理解と認識〉〈Ｃ　仕事と関わり〉〈Ｄ　日常と非日常のソーシャルワーク〉の４つの次元が塩梅よく
リンクした先に、【就労支援担当者から見て、就労継続に大きな困難性を有している当事者本人の就労継続状態】
という姿が現われた。この姿は、現場の従業員、支援者はもとより【障害者雇用の方向性を決める経営者】に双方
的な影響を及ぼしてくる。
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いる就業の風景はきわめて個性的である。　　　　
　中島（2006）は、健常者の多くは働くことが普通であ
り、「社会的弱者」の扱いを受けている障害者は働か
ないことが普通だとする社会的コンセンサスがあると
述べている。中島（2006）のこの意見は、障害者自立
支援法（2006）以前に発出されたものであり、同法成
立に際しては養護学校（現;特別支援学校）卒業者の
55%は福祉施設に入所する、就労を理由とする施設
退所者は１%である（厚生労働省）といった背景をもと
に法制度的に就労支援の強化・充実がうたわれてい
る。感覚的な物言いではあるが、上述の障害者は働か
ないことが普通だとする社会的コンセンサスという見
方は大きく後退していると筆者は考えている。 障害児
支援事業や就労支援事業などの事業を展開している
株式会社 LITALICO（一部上場）など民間企業の進
出、農林水産省と厚生労働省のタイアップで進められ
ている「農福連携」など、障害者雇用・就労の光景は大
きく変化している。

２-１　就労継続にかかる先行研究/その１ （以下、
「就労」にかかる文言については、特段のことわりが
なければ、「障害者就労」のことを指す）
　松田（2014、2017）は、自閉症者への継続雇用のた
めの条件として、当事者中心の観点を持つこと、社員
一人ひとりが自閉症者を同僚として認めること、外部
機関とのシームレスな関係構築の重要性を挙げてい
る。
　鶴見ら（2016）は、精神科リハビリテーションと医
療観察制度の実践経験の中で、就労の準備性支援、
マッチング支援、継続性支援、離職・転職支援の各
ステージでの支援に触れながら、継続性支援におい
て「１日目・３日目・７日目、１週間目・３週間目・７週間
目、１カ月目・３カ月目・７カ月目、１年目・３年目・７年
目」という節目での定期的・継続的な頻度での接触と
支援の機会を設定したことの重要性に触れている。
　中山（2019）は、精神障害者の継続雇用に必要な
要素として、後遺障害及び残遺症状のセルフマネジメ
ント、職務のマッチング、無理をさせない雇用管理方針
の３点を挙げている
　中西（2016）は、障害者の所得保障の視点から就
業の継続性と安定性を得るために、庶民金融（頼母
子講）による資金調達、そして「障害者の起業」のす
すめを行っている。障害者の働きやすい環境が就業
の継続性と安定性につながるとしている。また、済木ら

（2014）は、京丸園（株）での障害者雇用による大幅
な売り上げ増の一因として、従前のやり方について障
害者を教育するのではなく、各自の障害の内容や程度
に合わせて仕事を考案していく実践を紹介している。
中西（2016）を障害者自身が環境に働きかけるやり方
とすれば、済木ら（2014）は周囲が障害者にとって働
きやすい環境を提供していくやり方になる。

２-２　就労継続にかかる先行研究/その２
　筆者は、本研究に先立ち、障害当事者の就業定着
を可能とするための必要な背景への探求～就労支援
担当者の就業定着にかかる考え方に焦点を当てて～
を目的とし、「就労継続」と「就労支援担当者の行動」
という２つの軸を絡めて、障害当事者の就業定着がう
まくいっている事業所の就労支援担当者には「配慮、
目配せ、心遣い」等の共通的な行動特徴が認められる
だろうという仮説を設定した。同仮説を検証するため
にＡ県Ｂ障害者就業・生活支援センターの業務エリア
にあり、同目的に理解をいただけた障害者就労事業所
に対する聞き取り調査等を2013（平成26）年12月～
2014（平成27）年３月にかけて実施した。協力事業所
は11事業所である。なお、倫理的配慮として、同調査
の実施に際して、協力依頼文を基に対象の就労支援
担当者に対する研究の趣旨を説明し、本研究に関す
る包括的な同意を得た。また、データの一部を論文等
で活用する際の条件として、個人が特定できないよう
に情報の加工を行なうことやICレコーダー使用につい
ての説明の実施と同意を得た。
　調査方法は、１次調査としてのアンケート調査、2
次調査として２年以上の就労継続者がいる事業所
の支援担当者に対し、同１次調査項目に関するインタ
ビュー調査を実施した。定着の指標として、どの程度、
就業が継続すれば、定着と言えるのかは、客観的な指
標があるわけではないが、定着の指標として〈２年以上
の就業継続者〉とした。これは、「就労移行支援」にお
ける標準移行期間の〈２年〉を援用したものである。た
だし、インタビュー調査の途中で障害者雇用を開始し
て２年未満の事業所があることも判明することになり、
結果として〈２年以上の就業継続者〉と〈２年未満の就
業継続者〉が混在する形となった。
　また、〈就労支援担当者が最も関わりの困難さを実
感する障害当事者〉を想定して、インタビュー調査を進
めていく設計であったが、障害者雇用を開始して１年
程度であったり、複数人の障害者雇用は未実施の事
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業所があることも判明した。
　アンケート調査、インタビュー調査で使用した調査
項目の概略は表１のとおりである。

表１　調査項目の柱（概略）

●事業所自体と障害者雇用に関する基本的情報　
●障害当事者の良いところ、良くなった点(性格、
行動)をほめること　●就業時間等への配慮　●
障害当事者に対する定期的な相談　●関係諸
機関との連絡・情報交換　●障害当事者の家族
への連絡・情報交換　●就業の成果を求めるこ
と　●就業の成果と報酬額(給与)との関係　●
給与の使い方　●余暇活動など就業内容とは
異なる事項に介入すること　●障害当事者に関
して他の従業員の理解を求めること　●障害当
事者と他の従業員とのトラブル　●就業定着を
左右する条件　●障害当事者の就業定着支援
において、課題・困難が生じた場合の相談のキー
パーソン

　同調査の結果（一部）は、日本社会福祉学会第64
回秋季大会（2016）1）、及び第75回日本公衆衛生学
会（2016）2）において、表１の《就業定着を左右する条
件》にかかる調査結果について、主に以下のことを報
告した。
　《就業定着を左右する条件》にかかる項目の調査票
原本は下記のとおりである。

●就業定着を左右する条件として、重要な条件
(背景)を順番に並べるとどのようになりますか。

①障害当事者が有する能力、障害等
②経営のトップの考え方
③障害者雇用に対する担当者の関わり方、考え方
④他の従業員の理解
⑤その時の経済・雇用状況

　①障害当事者が有する能力、障害等と②経営のトッ
プの考え方を順位の１位、２位に持ってくる事業所が
多く、その背景として以下のことが考察できるとした。
意思決定者（経営のトップ）が及ぼす影響として、企業
規模によって障害者雇用の前提としてコンプライアン
スの問題は大きい。法定雇用率の達成について、企業
に求められる最低基準としてのコンプライアンスのこと
として受け取っており、見方によっては、意思決定者の

意思の上位にあるもの（「...会社の方針ですので…」）
として位置づけられる。また、障害者雇用は通常の雇
用とは異なる制度であることの理解を従業員に求めな
がら、しかし、障害者雇用の成否は従業員の理解次第
であるという前提の中で、「…（現場から）ノーと言われ
た場合、（エントリーしている障害当事者を）基本は入
れないです。入れていいことはない…」とあるように意
思決定者と現場との間に立つ実務担当者のソーシャ
ルワーク的立場の重要性がうかがえる。

３　研究の目的と方法
　「はじめに」で述べているように、就業状況を評価す
る際、「職に就いているか、いないか」という〈点の側面〉
の後にくるものとして、「いかに就業を継続しているか」
という〈線の側面〉が問われてくる。その中で、同学会
報告において就業定着を左右する条件・背景のメイン
（第１～２位）として障害当事者と意思決定者（経営
のトップ）とをあげているが、これは通常、予測される範
囲のことである。このことについて、表現を変えて言え
ば、障害当事者と意思決定者の二者にかかる「点」へ
の視点はあるが、たとえば意思決定者が障害者雇用
に対してどのような影響力を持つのかといった「線」へ
の視点は見えない。
　筆者は「２-２」で触れた研究目的の背景として、障
害当事者の就業定着がうまくいっている事業所の支
援担当者には「配慮、目配せ、心遣い」等の共通的な
行動特徴が認められるだろうという仮説を設定してい
る。そしてこの仮説を検証するためには、関わりや流れ
といった「線」の視点が求められるところである。
　以上のことを踏まえ、本稿は表１の項目について触
れたインタビュー調査を通じ、仮説として設定している
事業所の支援担当者の「配慮、目配せ、心遣い」等に
強く留意しながら、「就業継続がどのようになされてい
るのか」という〈線の側面〉について、支援者側（事業
者）の立場に立ちながら、考察を進めることを本稿の目
的とする。
　同目的を達成するために、分析手法として、木下
康仁が考案した「修正版グラウデッド・セオリー・アプ
ローチ（以下、M-GTA）」を用いた。木下（2003）によれ
ば、M-GTAは、データへの密着性、概念とカテゴリー
から導き出す人間行動・相互作用に関し、説明力に優
れた理論であるとしている。また、説明できる範囲が極
めて狭い範囲であり、仮説的なものでありながら、一
定程度の現象の多様性を説明できるものであるとして
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いる。また、木下（2007）は、M-GTAは介護、ソーシャ
ルワーク、教育、臨床心理、リハビリテーションなどの
ヒューマンサービスの領域で研究実績が上がってき
ており、研究のみならず、実践現場で働いている人達に
も活用・応用ができる理論であるとしている。
　以上のことを踏まえながら、就労支援担当者の「配
慮、目配せ、心遣い」と「就業継続がどのようになされて
いるのか」とを結びつけ説明するものとして、M-GTAは
同目的を達成するためには、適した方法であると考え
た。
　M-GTAにおいては【研究する人間】（筆者）が、分
析テーマと分析焦点者を定めて、考察が進められる
ことになっている。本稿においては、分析テーマを「就
労継続者のうち、就労支援担当者の〈配慮、目配せ、
心遣い〉にかかる言葉に着目しながら、就業定着を左
右する条件やプロセスの説明」、分析焦点者を「就労
継続者のうち最も関わりの困難さを実感する障害当
事者を想定しながら語る就労支援担当者」とした。同
分析テーマと同分析焦点者の観点から、相対的に関

わりの困難さを実感する障害当事者を前提としたイ
ンタビューに至らなかった事業所のインタビューは、
M-GTAによる分析の対象から除外した。その結果、表
２の５事業所のインタビューをM-GTAによる分析の
対象とした。

４　分析手順と結果・考察
　木下（2003）によれば、M-GTAにかかる「結果」と
「考察」の記述の仕方として、両者を分ける場合と分
けないで一体で書く場合があるとしている。本稿につ
いては、後者の《一体で書く》場合を採用した。カテゴ
リー、サブカテゴリー、概念、定義づけ、具体例がプロ
セスとして進行し、プロセスの中に考察の要素が含ま
れているので、全体像が読む側に提示しやすいという
ことがその理由として挙げられる。

４-１　分析手順
　録音したインタビュー内容を文字化し、音声データ
を繰り返し聞きながら、分析ワークシート （表３/サン

表２　 M-GTA対象事業所一覧

産業分類３） 就労継続者の
具体的な業務 当事者本人の属性 就労

継続期間
就労支援担当者
としてのキャリア

生活関連サービス業、娯楽業 清掃業 女性、40代
知的障害 ２年４か月 ２年６か月

卸売業、小売業 食器洗浄 男性、20代
知的障害 ０年９か月 ３年０か月

農業、林業 収穫、選別、調整 男性、10代
知的障害 ２年２か月 ４年０か月

サービス業 ＤＭ作業 男性、30代
知的障害 ６年９か月 ３年８か月

サービス業 食器洗浄 女性 ３年 ３年

表3　分析ワークシートの一例
概念名 ほめることのプラス効果
定義 ほめることが就業意欲の向上につながること

ヴァリエーション
(具体例)

①「良くなった等などは声をかけるなどして就業意欲が継続出来るようにこころがけています」
②「指導したところができたということになれば、本当に良かったね」

理論的
メモ

①支援者側が本人の良い点を見つけようと努力するのではないだろうか。
　⇒本人の中に良い点を見つけられたら、支援者側に力がついてきたと考えてよいのではないか。

　文章中の〈　　　〉はカテゴリー、【　　　　】はサブカテゴリー、｛　　　　｝は概念、 “　　　　”は概念の定
義づけ、「　　　　　　」は協力者の語り（ヴァリエーション［具体例］）、《　　　　　》は筆者の強調である。なお、
協力者の語り（［具体例］）については、基本は語りをそのまま載せているが、一部、読みやすさの観点から文意を損
なわない範囲内で、追加を含む微修正を行っている。
　図１にあるように、カテゴリーが４個、サブカテゴリーが９個となった。サブカテゴリーを構成する概念は全体で
23個となった。
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【A-1 障害者雇用の方向性を決める経営者】

【B-1  障害者雇用が社会的責任の一つであることの認識】

【B-2 他の従業員(障害者雇用で採用されているものを含む)の理解】

〈A   障害者雇用と経営者〉

〈B  現場の理解と認識〉

〈C  仕事と関わり〉 〈D 日常と非日常のソーシャルワーク〉

【C-1  仕事と期待】
　｛C-1-1 本人を戦力として期待する｝
　｛C-1-2 本人に対し戦力として過大

な期待をしない｝
　｛C-1-3 仕事の総量にかかる達成｝
　｛C-1-4 配慮のきかない仕事内容と

配慮のきく仕事内容｝

【D-1 相談のあり様】
　｛D-1-1 相談すること｝
　｛D-1-2 相談の多様化｝
　｛D-1-3 伝え方の多様性｝

【D-3 家族との関係】
　｛D-3-1 本人のプライ

ベートへの非関与｝
　｛D-3-2 家族関係(問題)

への不介入｝
　｛D-3-3 必要な家族への

連絡｝

【D-2   不安】
　｛D-2-1 本人や家族の失職不安｝
　｛D-2-2 本人や家族の失職

不安に対する解消｝

【D-4  危機対応】
　｛D-4-1 危機サインの読み取り｝
　｛D-4-2 トラブルの循環性と

増幅性｝
　｛D-4-3 トラブル対応のキー

パーソンとしての就労支援者｝
　｛D-4-4 トラブルにかかる中

立性の視点の必要性｝
　｛D-4-5 逃げ場所のある問

題解決法｝

【C-2 関わりの視点や工夫】
　｛C-2-1 ほめることのプラス効果｝
　｛C-2-2 ほめることのマイナス効果｝
　｛C-2-3 ほめることのTPO｝
　｛C-2-4 配慮すること｝
　｛C-2-5 特別視しないこと｝
　｛C-2-6 関係のターニングポイント｝

就労支援担当者から見て、就労継続に大きな困難性
を有している当事者本人の就労継続状態

図１　関わりの困難性を有する人の就労継続を支えるための4つの骨組み
～就労支援担当者からの視点～

〈　　　　　〉
【　　　　　】
｛　　　　　｝

カテゴリー
サブカテゴリー
定義
変化の方向
相互関係
影響作用
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プル）を作成し、そののちストーリーラインを作り上げ、
カテゴリーごとの整理という手順で分析を進めた。
　…
４-２　結果・考察
４-２-１　ストーリーライン
　木下（2003） によれば、ストーリーラインを「分析結
果を生成した概念とカテゴリーだけで簡潔に文章化
すること」であり、「書くこと自体が解釈であり、最後の
分析」であるとしている。
　図１は、就労支援担当者（以下、「支援者」）が、関わ
りの困難性を有する人を想定して、その中で就労が継
続されていることについて、その背景の枠組みを示した
ものである。Ａ～Ｄの４つの枠組みの中で、就労継続
が展開されているのだが、就労継続を左右する各枠組
みの比重や位置づけは同じではない。
　障害当事者自身がどんなに働くことを求めても、従
業員が障害当事者（以下、「本人」「当事者」）と一緒
に働きたくても、障害者雇用の社会的な意義を唱え
ても、障害者雇用にかかる最終的な決定権は経営者
にある。〈Ａ　障害者雇用と経営者〉において、【Ａ-１
障害者雇用の方向性を決める経営者】は、他の３つの
（〈Ｂ〉、〈Ｃ〉、〈Ｄ〉）枠組みの前提となり、この前提の
中で、障害者雇用のあり様が決定づけられる。もちろ
ん、従業員が経営者に働きかけて従来の障害者雇用
とは異なる形のものが実現することはあるが、それも
理論上は経営者による最終的な意思決定の産物であ
る。
　【Ａ-１　障害者雇用の方向性を決める経営者】の
意思をベースにして、障害者雇用にかかる〈Ｂ　現場
の理解と認識〉をどのように広め、深めていくかといっ
た課題が次にくる。雇用率義務化、合理的配慮、障害
者差別禁止等の観点から【Ｂ-１　障害者雇用が社会
的責任の一つであることの認識】や、現実的に障害者
雇用を取り入れる場合、日々障害当事者と関わること
になる【Ｂ-２　他の従業員（障害者雇用で採用されて
いるものを含む）の理解】が経営者の意志決定を担保
するするための実務的な土壌づくりとなる。
　実際に障害者雇用が始まると、そこには各事業所
が求める達成すべき仕事の量があり、それに伴って本
人への関わりが規定される〈Ｃ　仕事と関わり〉をどの
ように考え、具体的にどのような形にしていくかが問わ
れてくる。株式会社、特例子会社、NPO法人といった
事業所の法的・社会的位置づけ、事業所の業態や規
模、利益に対する考え方など【Ｃ-１仕事と期待】に対す

る事業所側の思いには相当な幅がある。そして、現場
では少しでも当事者がうまく働けるようにと、ある行為
に対して大きく褒める、少しだけ褒めるなどソーシャル
ワーク的な視点も含めた【Ｃ-２関わりの視点や工夫】
が日々、展開される。
　障害者雇用と一般雇用の差異の一つとして、ソー
シャルワーク的な機能があらかじめ組み込まれている
か否かがあると筆者は考えている。すんなり障害者雇
用のレールに乗った人も、やっとのことで雇用された
人もいる。働き始めることや働き続けることへの【Ｄ-２　
不安】を当事者本人は有している。このことは【Ｄ-１相
談のあり様】に極めて大きな影響を及ぼす。相談事案
が日常的に生起することが当り前の世界であると言
い換えることができる。このような中で、定期的な相談
や日常的な話しでは対処できなくなった【Ｄ-４危機対
応】というものが時に発生してくる。当事者の判断能力
等を勘案して、雇用にかかる条件変更等の際に事業
所側から家族への接触がある他、【Ｄ-４　危機対応】
のときにも家族と接触する場合があるなど【Ｄ-３　家
族との関係】は一般雇用に比して、大きくならざるを得
ない。まさに〈Ｄ　日常と非日常のソーシャルワーク〉が
入り混ざっている世界が障害者雇用の姿であると表
現できる。
　そして、〈Ａ　障害者雇用と経営者〉〈Ｂ　現場の理
解と認識〉〈Ｃ　仕事と関わり〉〈Ｄ　日常と非日常の
ソーシャルワーク〉の４つの次元が塩梅よくリンクした
先に、【就労支援担当者から見て、就労継続に大きな
困難性を有している当事者本人の就労継続状態】とい
う姿が現われる。この姿は、現場の従業員、支援者はも
とより【障害者雇用の方向性を決める経営者】に双方
的な影響を及ぼしてくる。

４-２-２　カテゴリーごとの記述
　次に前述の図１とそれにかかるストーリーラインの
基本となる、各カテゴリーとその下にくるサブカテゴ
リー、サブカテゴリー生成の元となる概念、定義、具体
例について記述する。

〈Ａ　 障害者雇用と経営者〉
　一般的にも言われているし、本稿の先行研究の中で
も触れているが、【Ａ-１障害者雇用の方向性を決める
経営者】とは、当然のことながら、最終的な意思決定権
は、経営者にあることを指す。具体例としては「現場サイ
ドではやってあげられることが限りが出てしまう」「やっ
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ぱり社長の考えが１番ですね。あとは従業員ですね。そ
こで働く従業員の方の理解が絶対必要だと」「経営者
が障害者雇用にOKを出さなければ、いくら他の従業
員が障者雇用をやりたいと言ってもやることはできな
い」がある。現場で障害者雇用の歴史を積み上げてい
くことの重要性はその通りであるが、「２-２　就労継続
にかかる先行研究/その２」でも言及したように、それ
の前提として経営者の判断は厳然として存在するし、
論理的には現場で展開できる障害者雇用のあり様
は、経営者の意思によって制限を受ける。

〈Ｂ　 現場の理解と認識〉
　障害者雇用のスタートや変更等について経営者と
現場とのやり取りがあるにせよ、経営者の障害者雇用
にかかるゴーサインが出されたのち、現場は動き始め
る。その際、【Ｂ-１障害者雇用が社会的責任の一つで
あることの認識】が求められ、このことは、事業所の社
会的責任として障害者の雇用義務が各事業所（法定
雇用率対象事務所）にあることを従業員が理解する
ことが必要条件となってくる。具体例としては、「『障害
者雇用という一種別の採用なんです』という事を理解
してもらうことが大切です。『社会的に、会社的に、そう
いったことをしないといけないというのがありますよ』と
きっちり伝えた上で、『こういう方を採用します』と」があ
る。社会的責任としての障害者雇用にかかる《理解》と
《納得》と《合意》を事業所全体で作り上げることが重
要となってくる。
　その後、本人について、ある基準をもって、従業員に
説明したり、実習で本人の様子をみたりするなどして、
本人を知ることをねらいととする【Ｂ-２　他の従業員
（障害者雇用で採用されている者を含む）の理解】が
さまざまの場面を通じて、展開されていく。具体例とし
ては、「入社前に全従業員に説明をして、入社日当日に
は顔合わせを行います。理解を深める意味で食事と休
憩は従業員と同じ時間に同じ場所でとっています」が
ある。時間と空間を共有することは、障害者雇用のた
めの本人理解にとって大切な条件となる。
　しかしながら、従業員側からすれば、戸惑い、不安等
の感情があることは自然的なものであり、その先に求
められるものはお互いがさまざまなアプローチで歩み
寄ろうとする姿勢である。具体例としては「休憩時間だ
と障害持ってる方も休みに取った携帯の写真を見せ
て、『昨日ここに行ったんですよ』という形に変わったの
で。こちらがどう接していいかわからないと思っている

と同時に相手もそう思っているだろうからそこは一緒
だという感じで」「うちは従業員に対しての不満は一切
無くて。もちろんどう接していいかという戸惑いはあり
ましたけども」がある。従業員の抵抗感等はあって当た
り前であり、それをいかに減じていくかのために、時間
と空間の共有が求められる。少しずつ近づくなど、日常
生活の中で、相互理解を進めていくことがポイントとな
る。休日に撮った写真を見せるなど、他愛のない関わり
がお互いの距離を縮めることにつながる。また、理解の
あり様として、《双方が歩み寄る関係》は、《遠くから近
くへ》が基本となってくる。千田（2012）は、ジョブコー
チのナチュラルサポートのあり様として、当事者は関係
者との距離やコミュニケーションについて《つかず離
れず》という表現を用いているが、《双方が歩み寄る関
係》につながってくる。
　また、採用の流れとして、本人自身を従業員に見ても
らうこと、本人とのマッチングの場を用意することは、支
援者の重要な役目となってくる。具体例としては、「採
用前の『実習でまずは見てくださいよ』と。そこで会社と
しても誰でもいいわけではないと。ある程度仕事ができ
る人を1週間か2週間やってもらって、実際責任者にそ
れを見てもらって、『どうですか』と」がある。現場からの
採用にかかる抵抗に対しては、「まずは見てもらうこと」
を支援者は提起する。採否の基準を用意しながら、経
営者側、現場サイドの両方から実習の中で本人の様
子を見ていくことがカギとなってくる。ただし、最終的な
採否の判断は、基本的に《現場の意見》が優先されて
くる。具体例としては、「私は現場の実習でノーと言わ
れた場合、基本は入れないです。入れて良い事はない
と思っているんで。結局その現場に預けてしまいますの
で、人間関係をその状態で働いても相互にとって良い
事はないと思っているので」がある。
　採否の判断が予定していた期間内でつかない場合
もある。そうした場合、現場から実習延期の提案がな
されることもある。その場合、「延ばすというのは基本
現場の声なんです。現場に『採用が前提ですか』という
ことは聞きます。『そうだよ』というのであれば延ばしま
す。そこで意図をちゃんと聞きます。延ばすのであれば
採用前提ということでなければ延ばしません」となる。
本人を理解するためには、採用後のことを考慮して、あ
せらない。ただし、採用のための実習延期の場合、採用
前提という形で本人にとっての利益を反映させる。
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〈Ｃ　仕事と関わり〉
【Ｃ-1 仕事と期待】
　障害者雇用で入っても、それ以外の雇用形態で
入っても、事業者側としては、【Ｃ-1仕事と期待】の中
で、本人に対して求める内容、程度等は異なる。
　｛本人を戦力として期待する｝とは、“その人が保有し
ている諸能力を発揮してもらうこと”を指す。具体例とし
ては、「できる能力というところでは、当然差があるんで
すが、その人個人ができることに関しても、ある意味目
一杯やってもらって」　「ぼくは成果を求めてます。（中
略）　最終的にできたものに妥協してはダメだと思っ
てるんで。それこそ40年、50年作っている〇〇農家に
負けないものを作らないといけないと思っているので。
（成果をあげたら賃金を）どんどん上げたいですね」が
ある。本人に対してステップバイステップで、最善を尽
くして欲しいという期待がそこにはある。障害者雇用だ
からといって戦力としての期待値を下げてはならない
ということである。根底には、生活できる給料を出した
いという事業所側の熱意、思いが流れているという読
み取りもできる。　　　　　
　一方、｛本人を戦力として期待する｝と相対する形で、
｛本人に対し戦力として過大な期待をしない｝という
側面も見られる。“最低ラインでの仕事ができればよ
い”という見方である。具体例としては、「他の人と同じ
というのは難しいですよね。（中略）　私はそんなに成
果は求めていないですね。あくまで仕事ができていただ
ければとよいという感じですね」がある。このような見方
について、支援者の考え方次第という個人的な部分が
影響することもあるが、支援者の組織上の位置付けや
背景も大きいと思われる。前述の具体例につながるこ
ととして、「障害者の方は、ある程度できないというのが
前提として絶対あるはずなので。何か可愛がられる、そ
ういうものを持っていれば、多少能力が低くてもある程
度許されると思います。（可愛がられることは）　結構
重要だと思います。かなり重要です」がある。スタートと
して、固有性・独自性を有する障害者個 の々ことではな
く、一般的なイメージとして障害者が有する諸能力に
ついての言及である。《かわいがられる障害者》が前面
に出ると、それはパターナリズムにつながってくる。これ
にかかる表現は難しい面があるものの、障害者雇用の
現場ではときどき聞こえてくる声である。
　支援者から発出された言葉と本人に対して期待す
る行動にズレが生じることもある。「障害を理由に遊ん
でいる人はダメ。戦力となって働いてもらうよう指示し

ている。（中略）みんなに関しては、これはやってもらい
たいという方と、大丈夫だよ、もういいんだよという方と
ピンキリです」。事業所の立場としては、《戦力となって
働く》ことを求めている言葉を発出しているが、根底の
ところでは何が何でも成果を求めるという姿勢ではな
いという解釈も可能である。
  ｛本人を戦力として期待する｝と｛本人に対し戦力とし
て過大な期待をしない｝の中で、事業所側が期待する
仕事量として｛仕事の総量にかかる達成｝という考え
方が存在する。“本人の中で、できる仕事とできない仕
事があっても、仕事の総量を達成することができれば
よいという考え方”を指す。具体例としては、「本来であ
れば、１から10の複数の仕事をしないといけないです
けど、その人は、１つ２つの仕事できるということであれ
ば、１と２を長くやってもらうとか。結局仕事自体が10
に収まればいいですよという考え方でいきます。本当に
無理ならば、採用できないという話になる。その人の特
性で若干変えられます」である。事業所側が本人に求
める仕事の総量にかかる評価は、採否の基準となる。
したがって、一定の仕事量が達成できないとなれば、
採用には至らない。
　｛仕事の総量にかかる達成｝の前提として、仕事に
は｛配慮のきかない仕事内容と配慮のきく仕事内容｝
がある。つまり、“障害者雇用か否かに関わらず、仕事
には変更のきかない範囲とその人の属性によって変
更が可能な範囲がある”具体例としては、「午前中入っ
て、お昼休憩を取ると、時計が読めないので、午後の
作業に戻ることができないという子だったんですね。そ
のためにどうするかっていうと、周りの人が一緒にご飯
を食べて、時間になったら連れて行くという事をやって
たんですけど」がある。このことは、仕事の大本は変え
ないことを前提として、事業所側に合わせて、本人側
の勤務シフトを少し変えてもらう。あるいは、本人側に
合わせて、事業所側の雇用形態を少し変えるという考
え方である。前述の例でいうと、本人の行動特性を見
ながら、就業時間帯を工夫するということである。柴田
（2012）は、仕事の自立に向けて、①人と仕事のマッ
チング　②職場の要求水準の調整　③ナチュラルサ
ポートの調整　④利用者の自立度の向上、の４つが
必要な要素であるとしている。そして、この①と②の要
素は、【Ｃ-1 仕事と期待】に直接的に関係するところで
ある。
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【Ｃ-2　関わりの視点や工夫】
　具体的な業務の中で、従業員と本人、支援者と本人
等は関わりを持つ。そこには本人への配慮があったり、
本人のモチベーション向上のための関わりのコツだっ
たりがある。
　｛配慮すること｝とは、“本人側からの希望に対して対
応すること。環境との関係の中で気配りすること。ただ
し、一定の条件の下で”を指す。 具体例としては、「体
調、気分、作業の内容に応じ、就業時間数、始業時間、
終業時間、休憩時間を変えることがとても必要と思っ
ています。（中略）しかし、ある程度の縛りは必要だと
思っているんで。まあ、朝何時にきてもいいわけではな
いです」がある。環境、制約の中で、私たちは生き、生活
している。何でもありの障害者雇用自体、ありえない。ま
た、障害者に適合した環境を整備することは、事業者
側にとって障害者雇用をうまく進めていくための重要
な要件である。と同時に配慮には《足りない配慮》もあ
れば、《行き過ぎた配慮》もある。「最初はやってたんで
すよ。『トイレ、行っておいた方がいいんじゃないの』、『ト
イレ行きな』ということもやってたんですけど。でもそれ
は、雇用とか就職する以前の問題であり、それができ
る人が仕事に就けるのではないかという考え方になっ
てきて。ベースを決めて、こういうことができない人は、
お仕事をしてもらえませんというのをある程度決めな
いといけない、ボーダーラインが必要かなと」。 《配慮》
とは、支援者が先回りして、本人が失敗しないように
お膳立てしてあげることではない。見方によれば、E.ロ
バーツらが自立生活運動の中で唱えた《失敗する権
利》に抵触する関わりになるのかもしれない。ベースラ
インを引くことが雇用の前提であり、ベースラインをクリ
アーすることが就労継続の条件である。
　【Ｂ-2　他の従業員（障害者雇用で採用されている
者を含む）の理解】とも関連することとして、｛特別視し
ないこと｝がある。これは“障害だけを取り出して本人を
見ないこと”である。具体例としては、「支援機関の方か
らもアドバイスをいただいて、ただ普通に健常者と同じ
ように会話をしてもらったら問題がないと。ダメなことを
したときは、理由を説明して、きちんと怒ってください」
がある。《障害はあるけれど、通常の職業人としてみる》
という具合に言い換えることができる。
　対人支援の中で《ほめること》はよく話題に上る。｛ほ
めることのプラス効果｝としては、“ほめることが就業意
欲の向上につながること”が挙げられる。具体例として
は、「指導したところができたということになれば、本当

に良かったね」がある。この言葉の裏には、支援者側が
本人の良い点を見つけようと努力している部分がある。
そして、本人の中に良い点を見つけられたら、支援者
側に力がついてきたと考えてよいのではないだろうか。
《ほめること》が逆効果を生む場合もある。｛ほめること
のマイナス効果｝であるが、“ほめることが就業意欲の
向上につながらないこと” がある。「（ほめた後）ある意
味言葉は悪いんですけど図に乗るというか。もういいん
だという感じなっちゃうんですよ。これでいいんだ。これ
以上やらなくていいんだという形になってしまうので」　
「いいところがあったら私は口に出して。しかし、それ
を言ったことで良い影響があったことはあまりなかっ
た」。ただ、後者の具体例については｛ほめることのマイ
ナス効果｝に分類することが妥当かどうか迷うところで
あるが、ほめることのプラス効果を期待しているにもか
かわらず、変化が起きないわけであるので、マイナスに
捉えてよいとした。
　当然のことながら、《ほめること》のタイミング等があ
る。｛ほめることのTPO｝とは“ほめ方は、時・場所・場合
に規定される” ことを指す。具体例として、「目一方杯
ほめるのではなく、できたことに対してほめる」「ほめると
きはほめるだけで、その日のうちに別のところで提示す
ることもあります」「良いと思った時点でほめること、で
きたときにほめることが大切」「どの程度ほめたらいい
のかというのは人それぞれだと思うんですよ。ほめすぎ
てもだめだし。人によってできることも違うし」がある。
条件付きのほめ方と無条件のほめ方、ほめ方のレベル
の問題、その人に応じたほめ方という個別性のこと、後
でほめられても、時期を逸するとほめられたことが理解
できない場合もあるので、ほめるタイミングなど様 な々
条件の中で《ほめること》が成り立つ。まさにほめること
は、ほめる側とほめられる側との相互作用の中で成立
する。ほめることは、生ものである。なお、《ほめること》が
成立するためには、ほめることを伝わるように伝えるこ
とが求められる。《ほめること》を伝えただけでは《ほめ
ること》は成り立たない。伝わったこと（相手に言葉が
届く）が結果としてほめられる側の中に存在しなければ
ならない。
　人と人とが関わるとき、動かないと思っていた人間
関係が何かの拍子に動き始めることがある。｛関係の
ターニングポイント｝とは、“一つのエピソードから本人
と就労支援担当者との関係が根本的に変わること” 
を指す。「怒っても反応がない、注意しても反応がない、
ほめても反応がない。ついひと月前に、ついに私も『こう
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じゃないだろう！』と言ったら、棒を振り回して、ワッーっ
て暴れだしたんですよ。（中略）　何も口を開かない、そ
の子が苛立ちを表現しているというか。（中略）そこから
もう大声を上げながら、『頭にくるんですよ！』みたいな
ことを言い始めて。そこから少しずつ打ち解けてきまし
たね。それほどじゃないんですが、週に１回くらい電話
をくれて、今日調子悪いので、休みます、休みたいんで
すとか電話くれたりして。それまでは無断欠勤」。内に
向いていた心的エネルギーがやっと外に向かっていっ
た瞬間である。その瞬間は、理屈的に予測できるもの
ではない。積み重ねられた関わりの中で、ある日突然訪
れてくる。言い方を変えれば、関わりのないところでは、
その瞬間はやってこない。その瞬間以後、無断欠勤の
消失や休みをとる際は事前連絡をしてくるなど支援者
からすれば望ましい行動が出現してくる。本人からすれ
ば、一皮むけた状態とも言える。
　言葉によって人の行動が変わる。行動化の中に《そ
の人の本当》が出てくる。その先には、仕事を遂行する
ことにおいて、プラスの影響が出現してくる。さらに、関
係改善の影響は、本人、支援者の双方に出てくる。
　

〈Ｄ　日常と非日常のソーシャルワーク〉
　障害者雇用において、日常的な相談、危機対応等の
《関わり》は不即不離の関係にある。社会福祉以外の
業態においても、これらの関係はあるが、障害のある本
人、その家族という存在を考えたとき、障害者雇用特
有のソーシャルワーク的な《関わり》は意識せざるを得
ない。また、《関わり》の個別性が多くの場面で展開さ
れている。

【Ｄ-1 相談のあり様】
　{相談すること}とは、“本人側と定期・不定期に関わ
りを持つこと” である。「何かあった時は、個別に面談
をやる場合もありますが、定期的なものは6ヶ月に1度、
必ず面談をやります」「相談支援センターさんが定期
的に巡回にいらして下さり、その際、悩みなどないかの
話を聞いてくださっています。また職場内でも時間があ
れば話しをしています」「プライベートなことであり、仕
事のことであり、全部、受けます」。障害者雇用におい
て、きわめて日常的な風景と言える。相談内容に垣根
なしの状態である。
　相談の世界は極めて個別性に覆われており、“相談
の場、相手、期間、場合は様 に々存在する”ところの｛相
談の多様化｝に支配されている。具体例としては、「もう

勤務が始まって、何ヶ月かたった方が、やっぱり休みが
多くなったりとかという時に、やっぱり本人にも聞いた
りはするんですけど、わりと支援機関のほうにお休みの
時に行っているとかしている。こっちには話してくれない
ことでも支援機関の担当の方に話をしているというこ
ともある。（中略） 支援機関の方と一応連携を取って、
また勤務ができるようにという方向性に持っていく」が
ある。相談の内容によって、関係者が変わる。当たり前
のことだけれども、本人にとって相談にかかる問題の
重さ、範囲が変わってくる。また、本人は相談相手を選
ぶ。支援者側からすれば、本人以外の他の機関からの
話しは本人理解を豊かにする。
　日常的なストレス対処においても、本人は相談相手
を選ぶ。「多分本人は〇〇〇事業所の方に、全部言っ
ていると思います。そのうち私に話してちょっとストレ
スを発散して」。本人側からすると、逃げ道がたくさん
あった方が健康に過ごすことができる。日常的なストレ
スに対して、本人なりに相談相手を選ぶことを通じて、
うまくストレスを発散させることは、日常生活をうまく送
る上で、重要なスキルとなる。本人の側から見ていくと、
ただただ話しを聞いて欲しいなどあらかじめ結論が
決まっている相談と、そうでない相談の区分けのように
《相談の多層化》を形成していることに他ならない。
　相談場面における多くの形は、《話し言葉》がメイン
となるが、《話し言葉》がうまく使えない人達もいる。そ
の場合には、伝え方に幅を持たせる必要がある。｛伝え
方の多様性｝とは、“本人が自分の意思を他者に伝え
るとき、その人のやり方を尊重すること” である。具体
例としては、「うつ病の人は対面になるとしゃべれない
と言われて。紙で、ここで対面して、紙でこう読んでいま
したね。言いたいことがいっぱいあるんだけど、いろん
なことがごちゃごちゃになって言えないという人だった
んで」がある。相談は、必ずしも話しをすることだけに
限定されない。《書き言葉》と《話し言葉》の中で、何が
自分の気持ちを一番うまく伝えることができるかを見
極め、本人と支援者側双方がそのことについて共通理
解することが求められる。また、文章（手紙等）に対し
ては、文章（手紙等）で返すといった対応もなされてい
る。

【Ｄ-2 不安】
　障害者雇用をしようとして、求人を出しても中々、当
事者本人が応募してくれないといった求人難の声が
ある一方、やっとの思いで就職できた当事者本人もい

長野大学紀要　第43巻第１号　　　　2021

− 46 −

46



る。後者の人達には、必要以上に働き続けなければ仕
事を失うかもしれないといった強迫的な思いをいだい
ている人もいる。4）｛本人や家族の失職不安｝とは、“本
人や家族が仕事を休むことが仕事を失うことにつなが
ると思考していること”である。具体例としては、「やはり
最初に勤務してもらったときに、熱があっても来るとい
うことがあったんですよ、勤務に。（中略）　休むと辞め
させられるのではないかという気持ちが先に立ってい
たみたいで。家族も本人も」がある。雇用の解消に対す
る不安は、想像以上の強さ・大きさがある。通常の説
明では、中々本人や家族の側に理解してもらうことは
容易ではない。《無理に仕事をすること》が、雇用の継
続につながる有効な方法だと信念に近い思考に本人
達は支配されている。その信念は岩盤のように硬いし、
乗り越えることが難しい高さのバーのようである。
　根拠のない｛本人や家族の失職不安｝は当然のこと
ながら、早急に解決すべき問題の一つである。｛本人や
家族の失職不安に対する解消｝とは、“本人や家族が
仕事を休むことが仕事を失うことにつながると思考し
ていることが改善されること”である。 具体例としては、
「ご家族にも連絡をして、（体調不良等で休むことにつ
いては）問題ないので休んでくださいと。そこを理解し
てもらうまで時間かかりましたね。やっぱり無理して出
てきて」「ちょっと平熱高いなぁというときは、普段より
も注意深く、表情とかを見て、本当に具合が悪くなる前
に体調が悪そうだからもう帰りなさいという指示が出
せる」がある。合理的根拠のない｛本人や家族の失職
不安｝を解消するためには、多くの時間、豊かな言葉、
大きな心的エネルギーを要するが、失職不安を解決す
ることは、雇用の安定につながる。そして、安定して働く
ための条件整備の一つとして、本人の表情等の観察と
その後の対処が重要となる。

【Ｄ-3家族等との関係】
　一般雇用において、被用者の家族が事業所と接触
を持つことは緊急事態を除き、通常はない。しかし、障
害者雇用においては、本人の後見的立場に置かれて
いる家族は、事業所と接触を持つことがある。障害者
雇用特有の風景と言えるかもしれない。
　障害者雇用であっても、本人のプライベート領域に
対しては、社会通念上の一定距離をとっている。｛本人
のプライベートへの非関与｝とは、“仕事に関連・関係
しないプライベートについて事業所としては、基本的に
関与しない”を指す。具体例としては、「私生活には全

然口出ししてないですね。本人もそんなにお休みの日
に何してるって言わないので。（中略）　話をしないと
いうことは多分干渉しないでほしいということでしょう
かねー（中略）ちょっと１回パートさんがそういったこと
（Ex.昨日、どこどこにいたね）言ったとき、あんまりおも
わしくない顔をしていて」である。従業員から本人のプ
ライベート行動に対して触れられるのは、抵抗があるよ
うだが、本人から従業員のプライベートにかかる声か
けは許容される面がある。つまり、プライベートへの関
与について双方的な非関与の状況ではないという見
方が可能である。
　基本は、本人と同様のスタンスを家族に対しても取
る。｛家族関係（問題）への不介入｝とは、“事業所の基
本的スタンスとして、家族関係（問題）に関わらない”こ
とである。「（本人の家族のことについて）全く触れてい
ません。まったくわからないですね」。事業所の基本的
な立場として、あくまで就労・就業という役割に限定さ
せる。この限定された役割の中で、事業所と家族との
接触がある。「会社都合退職および条件変更等に際
し、ご家族の同席をお願いする場合があります」。条件
変更など、双方（本人、事業所）からすれば絶対間違っ
てはいけない場面での家族立ち合いの必要性はある
が、そういったこと以外で家族が本人の仕事に入って
くることは限定された役割を超える。しかし、限定され
た役割の中で判断できる事案だけではない。「本来な
ら家族に連絡をとったらいけないみたいです。（中略）　
困ったことがあると、お父さんに状況報告をして、様子
を見るようにしている。（中略）お父さんを通じて注意を
してもらうと改善されたことがあった。（中略）　会社と
して連絡をとる場合、上司に報告します」。事業所のプ
ライベート部分への介入不可という基本原則のもと、
実際的には家族への連絡を行う場合がある。この関
係をどのように考えるか。支援者の中で生起しているア
ンビバレントな感情の中で、支援者は揺れ動いている。
しかし、実務的には上司に報告するなど支援者だけで
問題を抱え込まない形で心のバランスをとっている。
　条件変更等の場での家族の同席は、《障害者雇用
特有の風景》として｛必要な家族への連絡｝に当たると
言えるのかもしれない。｛必要な家族への連絡｝とは、
“本人の理解のみならず、家族の了解が求められる変
化に対して情報を提供すること” を意味する。具体例
としては、「時給とかが変わる時もそうなんですけども。
本人にも一応話はするんですけども、実際会話が成り
立ってるというか、どこまで理解しているのか、やはり疑
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問に残るところがある。親御さんの了解もきちんと得た
上で、進めていくという形をとる」がある。ある面、本人
と事業所側との間で齟齬のないコミュニケーションが
成立するためには、担保として家族の了解が重要であ
る。重要な節目には、本人の気持ち、環境面の変化に
対応する形で、本人、家族との合同面接が雇用条件の
変更などのスムーズな移行につながる。

【Ｄ-4　危機対応】
　人が生きること、生活すること自体、問題解決の連
続である。何をもって危機とするかは極めて個別的な
側面があることを前提に、場面に応じた危機対応をせ
ざるを得ないことを私達は経験的に了解している。
　以前は身なりが整っていたのに、ここ最近、同じ服を
着続けているという場面を福祉現場では時に観察さ
れる。その観察は｛危機サインの読み取り｝であり、“継
続的に休みが続くなど、これまでの行動とは異なる事
態であると認識すること”と定義される。具体例として
は、「ホント１週間続いたりすると、これは危ないなぁっ
て。その前に、１回来たりはするんですけども。１日来
て、また２、３日来ないとかという形なので」がある。危
機サインにかかる読み取りの土壌となるのは、日常的
な行動の観察にある。また、危機サインの先に発生する
トラブルは再現されたり、複雑化・巨大化することもあ
る。｛トラブルの循環性と増幅性｝とは、“トラブルがトラ
ブルを生むような形で、放置していれば、トラブルは循
環する。そのようになれば、その過程の中でトラブルの
解決・軽減が難しくなってくる”を意味する。具体例とし
ては、「職場でのトラブルであれば会社として介入し、
早期に解決を図るようにしています」「障害者同士のト
ラブルになると、今度は親同士のトラブルになる。親同
士が始まると収拾がつかなくなる。その段階で対処し
てもかなりこじれて」がある。様 の々ところで言われてい
ることだが、《初期消火》が、トラブル対応の原則である
ことは言うまでもない。
　トラブル対応に際して、トラブルの当事者とは別の
立場に支援者が置かれていることもある。{トラブル対
応のキーパーソンとしての就労支援担当者}とは、“本
人と他の従業員、本人と他の障害のある従事者とのト
ラブル対応で直接的・間接的な調整等を行う就労支
援担当者”のことを意味する。具体例としては「（トラブ
ルが発生した際は、）私（就労支援担当者）がきっちり
言った方がいいのかなって思いますね。　（中略）　で
もそんなに深くは言わないです。本当に簡単に」「支援

員と利用者とのトラブルはある。支援員と利用者との間
に入って、仲裁することはあります。『こーゆーことで悩
んでますよ』って。で3人で話し合うこともあります」があ
る。トラブル対応として、本人と他の従業員、本人と他
の障害のある従事者とが直接トラブルにあたるという
オーソドックスな方法はある。しかし、後 の々人間関係
や本人の性格等を考えて、直接的な対話よりも支援
者が間に入って、心理的・精神的な摩擦ができるだけ
起きないような形をとりながらのトラブル対応が選ばれ
ることもある。また、トラブル解決の方向性として、支援
者とトラブル当事者双方とで形成されるトライアングル
（三角形）関係の中で行うことも重要である。このこと
は、解決の場に一方の当事者を外さないということで
ある。外された当事者からすれば、外された場に対し
て、《どのような話し合いがなされているのだろうか》と
いった不必要な想像の領域を作ることになる。前述の
トライアングル関係はそれを避けることが可能となる。
　トラブル解決に向けて、支援者は《第三者の視点の
導入》と《当事者達ができるだけ傷つかないような仕組
みや配慮》が求められる。
　前者は、{トラブルにかかる中立性の視点の必要性}
のことであり、このことは“トラブルを当事者と事業者と
の関係だけでなく、第三者を入れる形で外部の意見を
取り込むことが重要である” ことを指す。具体例として
は「〇〇障害者職業センターの職員の方もいれたんで
す。公平性を保つために。（中略）　 最終的には会社
側がジャッジをするのですけど。その保険といいますか
ね」「（相談支援機関に対して）どこからどこまで相談す
るかどうかはケースバイケースで。（中略）　〇〇さんの
中でも誰に相談するか。その受け取り方もあると思うん
ですけども。その時の雰囲気だったり口調だったり。ど
うしても大事なところは三者、 ３人揃ったところで話を
するようにしています」がある。トラブル仲裁にかかる保
険として、外部の目は必要である。そこでは、当事者双
方がいかに納得するかが問われている。 一方、人は自
分の都合のいいように話しをする面がある。事業所側
と相談支援機関側に対して本人が異なる語りをする
場合など、外部の目について事業者側が期待したもの
にならないこともある。
　後者については、{逃げ場所のある問題解決法} を
指しており、このことは“トラブル対応として当事者を追
い詰めないこと”を意味している。具体例としては、「私
（就労支援担当者）は問題を追及するということは、ま
ずここではしないですかね。（中略） 支援スタッフのよう
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に、仕事をしてもらおうという立場ではなくて、私はどち
らかというと、学校で言う保健室の先生のような立場
なんです。何かあったら逃げてこられる場所が私のとこ
ろなんで。それを追求するということは、私にとっては必
要ない」がある。支援者が本人の受け入れを前提とす
る《保健室の役割》を担っている。現場の担当者の立
場（≒指導者、厳しさ）を追求していくと、場合によって
は本人が逃げられない場所を作っていくことになる。
保健室の立場（甘さ）は本人が逃げられる場所を提供
することになる。どちらが正しく、どちらが間違ってとい
うことではなく、障害者雇用の場にはその両方が必要
なのかもしれない。

5　まとめに代えて
（１） 経営サイドと現場との相互作用の中で　
　　～企業の社会的責任（CSR）の観点を絡めて～
　障害者雇用を最終的に方向づけるのは、障害者雇
用という社会的責任を果たすべく経営者の判断によ
る。このことに対して異論をとなえる人はいないであろ
う。本人のすぐ側で就労支援を行っている従業員、雇
用支援責任者がいるからこそ、経営者はある面、安心
して障害者雇用を進めることが出来る。と同時に、経営
者の障害者雇用にかかる方向性の打ち出しがあるか
らこそ、現場サイドは様 な々工夫をこらすことができる。
この方向性の打ち出しをより良くするためには、現場
の障害者雇用の体験にかかる蓄積と、経営者の意思
のすり合わせが求められてくる。上村（2016）は、知的
障害者の支援事例から就労継続ポイントの環境因子
として、①経営環境　②職場環境　③教育環境　④
支援環境の４点を挙げているが、　③教育環境の因
子を除くと、本研究の〈Ａ　障害者雇用と経営者〉〈Ｂ　
現場の理解と認識〉〈Ｃ　仕事と関わり〉〈Ｄ 日常と非
日常のソーシャルワーク〉の4つの次元と符合的な関
係にある。なお、上村（2016）は、①経営環境の中で、
関連部署より障害者雇用にかかる費用について反対
意見が出たときにも、企業トップの働きかけにより、反
対意見に対処できたと述べているが、このことは障害
者雇用推進における《経営サイドの重み》を表す一例
である。
　従業員45.5人以上の場合、法定雇用率という社会
的に求められる責任が発生するが、本稿において、法
定雇用率対象の事業所と、そうでない事業が混在し
ている。経営者の障害者雇用に対する意識、思い等は
両者間で相当な隔たりがあることが推察される。猪俣

（2012）は、障害者雇用における企業の役割として、
①参加者の動機の満足　②組織の目標達成　③社
会貢献　④企業自体の変革や自己創造をあげてい
る。そして、③社会貢献について、制度上の法定雇用
率といった《法的レベル》と法定雇用率未達成企業や
法定雇用率を大きく超えて障害者雇用を展開してい
る事業所など《倫理的レベル》の２つの役割に言及し
ている。《法的レベル》の後に《倫理的レベル》の問題
が伴うと考えるのが妥当である。したがって、論理的に
は《法的レベル》が生じていない事業所に対して社会
的に問われる《倫理的レベル》の問題は発生しない。
本稿の協力事業所の中には、法定雇用率の対象とな
らない小規模の事業所もある。〈Ｂ　現場の理解と認
識〉において、【Ｂ-1　障害者雇用が社会的責任の一
つであることの認識】について言及しているが、事業所
個々に見ていくと、この言及が制度的に当てはまらな
い事業所もある。企業の社会的責任（CSR）の観点か
ら、法定雇用率の対象とならない小規模事業所にお
ける《経営サイドと現場との相互作用》については、今
後の研究課題として挙げられる。

（２）就労継続にかかる万能薬はない　
　　～障害者雇用とM-GTAとの新しい展開に向けて～
　M-GTAは理論的飽和化に向けて、〈概念〉を生み
出すが、その中で〈類似例〉や〈真反対例〉も併せて、抽
出することになっている。例えば、家族の問題に関わる
ことについて、積極的な関わりを持つ事業所と基本的
に家族との接触を持たないところがある。事業所の業
態、経営者の考え方、障害者雇用の歴史など様 な々背
景がそこにはある。また、法人の性格にも強く関連して
いるのだが、本人の働きに対して一定以上の収益性を
求めるところもあれば、本人に対する期待値がそれほ
ど高くないところもある。《個別性》で説明することが最
適解を提供していると筆者は考えている。
　月刊誌『働く広場』等のカメラマンの小山（2015）
は、取材の中で得た経験より、当事者に給料分ほど働
いてもらわないといけないので、企業主の方が障害者
に適した教え方、アイデアの着想、システムの構築がで
きると述べている。《個別性》の中に最適解を求める企
業主の行動とも言い換えることができる。ウォルト・ディ
ズニーの名言の一つに「ディズニーランドが完成するこ
とはない」がある。最適解とは、《完成することはない》
個別性の積み重ねを進めていくことという言い方もで
きる。
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　木下（2003）によれば、グラウデッド・セオリー・ア
プローチによる理論生成について、「普遍性を志向し
広く一般化できる性質のものではなく、分析に用いた
データに関する限り」といった「限定的であることを積
極的前提とする立場」をとっている。この立場はまさに
《完成することはない》個別性の積み重ねにつなが
る。そして、このことは研究方法に内在する《限界》とい
うよりも、分析対象の軸が多く設定できるという意味
で、研究の《拡がり》につながっていくと考えられる。

【注】  
1）	 発表テーマ「障害者の長期にわたる就業定着要因

に関する研究～障害者就業・生活支援センターＡ
を通じて～」

　
2）	 発表テーマ「障害者雇用における就業定着と周囲

の理解についての質的研究」

3）	日本標準産業分類〈2007年11月改定〉の大分類
による(インタビュー当時)

4）	 圓谷ら(2018)は、一般企業で働く精神障害者が職
業生活を語ったインタビューの中で、仕事が続いて
いるからといって、決して順風満帆な気持ちでいる
わけではないことの指摘を行っている。このことは
本稿においても同様である。
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